
国 民 健 康 保 険 会 計
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Ⅱ　　給　　与　　費 明　　細　　書

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

１　一　般　職（会計年度任用職員以外の職員）

⑴　総　　　括

本 年 度

職員手当等の

内 訳

前 年 度

比 較

本 年 度

前 年 度

比 較

18

18

990

1 308

△318

1 270

1 005

265

966

1 434

△468

1 236

1 260

△24

6 405

6 420

△15

660

1 020

△360

15 118

15 473

△355

11 211

11 278

△67

4 137

4 105

32

2

△2

2

△2

7 932

7 907

25

49 925

51 214

△1 289

61 814

61 633

181

111 739

112 847

△1 108

21 116

20 500

616

132 855

133 347

△492

給　　　　料

（千円）

職 員 手 当 等

（千円）

共 　 済 　 費

（千円）

合 　 　 　 計

（千円）

計

（千円）

区　　　分 職　員　数

（人）

区 分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 管理職手当 地 域 手 当 児 童 手 当 期末手当 勤勉手当 宿日直手当 退 職 手 当
時間外勤務

手 当

夜 間 勤 務

手 当

休 日 勤 務

手 当

特 殊 勤 務

手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

（単位　千円）

⑵　給料及び職員手当等の増減額の明細

181 814

△633

△295

△994

期末手当

平均昇給率 　1 34

△1 289

区 分

給 料

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分
職 員 手 当 等

増 　 減 　 額 増 　 減 　 事 　 由 別 　 内 　 訳 説 明 備 考（千円） （千円）
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⑶　給料及び職員手当等の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初　任　給

278 131

331 123

38 04

281 968

344 048

38 00

150 600

182 200

区 分

区 分

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職

行 政 職

150 600

182 200

国 の 制 度

行 政 職 ㈠

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 　均 　年 　齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 　均 　年 　齢

３年１月１日現在

２年１月１日現在

（単位　円）

　ウ　級別職員数

8 級

7 〃

6 〃

5 〃

4 〃

3 〃

2 〃

1 〃

計

8 級

7 〃

6 〃

5 〃

4 〃

3 〃

2 〃

1 〃

計

1

3

6

3

6

19

1

1

3

6

2

6

19

5 2

15 8

31 6

15 8

31 6

100 0

5 3

5 3

15 7

31 6

10 5

31 6

100 0

区 分

３ 年 １ 月 １ 日 現 在

２ 年 １ 月 １ 日 現 在

行 政 職

職員数（人） 構成比（％）級
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エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

18

16

1

15

88 9

18

17

1

16

94 4

18

16

1

15

88 9

18

17

1

16

94 4

区 分

区 分

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

合 計

※（　）内は再任用職員の支給率である。

本

　
　
　年

　
　
　度

前

　
　
　年

　
　
　度

比　　　率　　（Ｂ）　　／　　（Ａ）　　（％）

比　　　率　　（Ｂ）　　／　　（Ａ）　　（％）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ）

（Ｂ）

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

行 政 職

代 表 的 な 職 種

本 　 年 　 度

前 　 年 　 度

国 の 制 度

支 　 給 　 期 　 別 　 支 　 給 　 率

６　月　（　月　分　） 12　月　（　月　分　）

支　給　率　計

（　月　分　）

（1 175）
2 225
（1 175）
2 250
（1 175）
2 225

（1 175）
2 225

（1 175）
2 250

（1 175）
2 225

（2 350）
4 450

（2 350）
4 500

（2 350）
4 450

職制上の段階，職務の級等による加算措置

有

有

有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　その他の手当

24 586875

24 586875

33 27075

33 27075

47 709

47 709

47 709

47 709

区 　 　 分

区 分 国　の　制　度　と　の　異　同 差 異 の 内 容

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

支 給 率 等

20 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

25 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

35 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

最 　 高 　 限 　 度

（ 月 分 ）

国　 の 制 度

（ 支 給 率 等 ）

その他の加算措置等

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
（2％～20％加算）

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
（3％～45％加算）

（％）

（人）

（％）

扶　　　養　　　手　　　当

住　　　居　　　手　　　当

通　　　勤　　　手　　　当

国　　　と　　　同　　　じ

国　　　と　　　同　　　じ

一　 部　 異　 な 　る

10 0

18

10 0

自動車等　　　自動車は国の基本額に一律3 000円を加算（自
　　　　　　　転車・バイクは国と同じ）

交通機関等　　国と同じ
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⑵　給料等及び職員手当等の増減額の明細

86

1 351

86

1 350

1

報 酬 及 び 給 料

期 末 手 当 等

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

区 分 増 　 減 　 額 増 　 減 　 事 　 由 別 内 訳 備 考説 明（千円） （千円）

期末手当

期末手当，通勤手当，費用弁償

⑴　総　　　括

２　一　般　職（会計年度任用職員）

※職員数は，年度を通して雇用する者の数である。
※費用弁償は，通勤手当相当額である。

9

9

（人）

15 270

15 184

86

（千円）

報 酬

（千円）

給 料

2 382

1 025

1 357

（千円）

期 末 手 当

（千円）

通 勤 手 当

1 007

1 013

△6

（千円）

費 用 弁 償

18 659

17 222

1 437

（千円）

　 計 　

5 619

5 163

456

（千円）

共 済 費

24 278

22 385

1 893

（千円）

合 計

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 費

本 年 度

前 年 度

比 較

区　　　分 職　員　数
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公設地方卸売市場事業会計
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Ⅱ　　給　　与　　費 明　　細　　書

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

１　一　般　職（会計年度任用職員以外の職員）

⑴　総　　　括

本 年 度

職員手当等の

内 訳

前 年 度

比 較

本 年 度

前 年 度

比 較

7

7

834

1 110

△276

562

591

△29

630

744

△114

1 956

1 956

3 276

3 459

△183

705

300

405

7 906

8 605

△699

5 891

6 289

△398

612

816

△204

160

160

37

36

1

4 045

4 256

△211

26 614

28 322

△1 708

29 962

31 519

△1 557

56 576

59 841

△3 265

10 909

11 515

△606

67 485

71 356

△3 871

給　　　　料

（千円）

職 員 手 当 等

（千円）

共 　 済 　 費

（千円）

合 　 　 　 計

（千円）

計

（千円）

区　　　分 職　員　数

（人）

区 分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 管理職手当 地 域 手 当 児 童 手 当 期末手当 勤勉手当 宿日直手当 退 職 手 当
時間外勤務

手 当

夜 間 勤 務

手 当

休 日 勤 務

手 当

特 殊 勤 務

手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

（単位　千円）

⑵　給料及び職員手当等の増減額の明細

△1 557 224

△1 781

△153

△1 555

期末手当

平均昇給率 　0 76

△1 708

区 分

給 料

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分
職 員 手 当 等

増 　 減 　 額 増 　 減 　 事 　 由 別 　 内 　 訳 説 明 備 考（千円） （千円）
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⑶　給料及び職員手当等の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初　任　給

354 014

447 615

46 06

385 116

502 475

51 00

150 600

182 200

区 分

区 分

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職

行 政 職

150 600

182 200

国 の 制 度

行 政 職 ㈠

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 　均 　年 　齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 　均 　年 　齢

３年１月１日現在

２年１月１日現在

（単位　円）

　ウ　級別職員数

8 級

7 〃

6 〃

5 〃

4 〃

3 〃

2 〃

1 〃

計

8 級

7 〃

6 〃

5 〃

4 〃

3 〃

2 〃

1 〃

計

1

1

3

1

1

7

1

1

4

6

14 3

14 3

42 8

14 3

14 3

100 0

16 7

16 7

66 6

100 0

区 分

３ 年 １ 月 １ 日 現 在

２ 年 １ 月 １ 日 現 在

行 政 職

職員数（人） 構成比（％）級
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エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

7

6

2

4

85 7

7

7

1

6

100 0

7

6

2

4

85 7

7

7

1

6

100 0

区 分

区 分

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

合 計

※（　）内は再任用職員の支給率である。

本

　
　
　年

　
　
　度

前

　
　
　年

　
　
　度

比　　　率　　（Ｂ）　　／　　（Ａ）　　（％）

比　　　率　　（Ｂ）　　／　　（Ａ）　　（％）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ）

（Ｂ）

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

行 政 職

代 表 的 な 職 種

本 　 年 　 度

前 　 年 　 度

国 の 制 度

支 　 給 　 期 　 別 　 支 　 給 　 率

６　月　（　月　分　） 12　月　（　月　分　）

支　給　率　計

（　月　分　）

（1 175）
2 225
（1 175）
2 250
（1 175）
2 225

（1 175）
2 225

（1 175）
2 250

（1 175）
2 225

（2 350）
4 450

（2 350）
4 500

（2 350）
4 450

職制上の段階，職務の級等による加算措置

有

有

有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

24 586875

24 586875

33 27075

33 27075

47 709

47 709

47 709

47 709

区 　 　 分

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

支 給 率 等

20 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

25 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

35 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

最 　 高 　 限 　 度

（ 月 分 ）

国　 の 制 度

（ 支 給 率 等 ）

その他の加算措置等

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
（2％～20％加算）

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
（3％～45％加算）

（％）

（人）

（％）

10 0

7

10 0

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

区 分

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

全 　 　 職 　 　 種
行 　 政 　 職

代 表 的 な 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

国 と 同 じ

国 と 同 じ

一 部 異 な る

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（ ３ 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

（％）

（％）

電気技術者特殊勤務手当

0 1

14 3

0 1

14 3

自動車等　　　自動車は国の基本額に一律3 000円を加算（自
　　　　　　　転車・バイクは国と同じ）

交通機関等　　国と同じ
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⑵　給料等及び職員手当等の増減額の明細

△48

532

△48

654

△122

報 酬 及 び 給 料

期 末 手 当 等

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

区 分 増 　 減 　 額 増 　 減 　 事 　 由 別 内 訳 備 考説 明（千円） （千円）

期末手当

期末手当，通勤手当，費用弁償

⑴　総　　　括

２　一　般　職（会計年度任用職員）

※職員数は，年度を通して雇用する者の数である。
※費用弁償は，通勤手当相当額である。

4

4

（人）

7 102

7 150

△48

（千円）

報 酬

（千円）

給 料

1 155

504

651

（千円）

期 末 手 当

（千円）

通 勤 手 当

352

471

△119

（千円）

費 用 弁 償

8 609

8 125

484

（千円）

　 計 　

2 635

2 490

145

（千円）

共 済 費

11 244

10 615

629

（千円）

合 計

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 費

本 年 度

前 年 度

比 較

区　　　分 職　員　数
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Ⅲ　地方債の前前年度末におけ
当該年度末における現在高

る現在高並びに前年度末及び
の見込みに関する調書

327 993

327 993

327 993

529 469

529 469

529 469

281 000

281 000

281 000

48 199

48 199

48 199

762 270

762 270

762 270

（単位　千円）

令 和 元 年 度 末

現 在 高

令 和 ２ 年 度 末

現 在 高 見 込 額

令 和 ３ 年 度 末

現 在 高 見 込 額
令 和 ３ 年 度 中

起 債 見 込 額

令 和 ３ 年 度 中 増 減 見 込 額

令 和 ３ 年 度 中

元 金 償 還 見 込 額

区 分

合 計

公営企業債

公設地方卸売市場
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駐 車 場 事 業 会 計
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Ⅲ　債務負担行為で翌年度以降にわたる ものについて前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以 降の支出予定額等に関する調書

事 　　　　　　　　項 限　度　額

左 　 の 　 財 　 源 　 内 　 訳

特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

期　　間 金　　額

水戸市赤塚駅北口駐車場管理運営に係る債務負担
（令和２年度）

123 800 －

期　　間 金　　額

令和３年度から
令和７年度まで

123 800 －－ － 123 800

（単位　千円）

令和２年度末まで
の支出（見込）額

令和３年度以降の
支 出 予 定 額

（単位　千円）

款 項 事　　業　　名
年　 割　 額年　度

左　　　の　　　財 源　　　内　　　訳

源特　　　定　　　財

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般 財 源

全　　　　　体　　　　　計 画
令和元年度末

ま で の

支 出 額

令和３年度末

ま で の

支出予定額

令和４年度

以 降

支出予定額

継 続 費 の

総 額 に

対する進捗率

令和２年度末

までの支出

（見込）額

令和３年度

支 出

予 定 額

700 000

704 000

6 000

1 410 000

3

4

5

計

129 100

129 800

1 100

260 000

１　駐車場費 １　駐車場費 （仮称）水戸芸術館東
地区駐車場整備事業

570 900

574 200

4 900

1 150 000

700 000

700 000

700 000

700 000

704 000

6 000

710 000

49 7

49 9

0 4

100 0

％

Ⅱ　継続費についての前前年度末までの支
見込み及び当該年度以降の支出予定額

出額，前年度末までの支出額又は支出額の
並びに事業の進行状況等に関する調書
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Ⅳ　地方債の前前年度末におけ
当該年度末における現在高

る現在高並びに前年度末及び
の見込みに関する調書

119 073

119 073

119 073

25 100

25 100

25 100

872 100

872 100

872 100

897 200

897 200

897 200

（単位　千円）

令 和 元 年 度 末

現 在 高

令 和 ２ 年 度 末

現 在 高 見 込 額

令 和 ３ 年 度 末

現 在 高 見 込 額
令 和 ３ 年 度 中

起 債 見 込 額

令 和 ３ 年 度 中 増 減 見 込 額

令 和 ３ 年 度 中

元 金 償 還 見 込 額

区 分

合 計

公営企業債

駐車場
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農 業 集 落 排 水 事 業 会 計
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Ⅱ　　給　　与　　費 明　　細　　書

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

１　一　般　職（会計年度任用職員以外の職員）

⑴　総　　　括

本 年 度

職員手当等の

内 訳

前 年 度

比 較

本 年 度

前 年 度

比 較

9

2

7

760

438

322

764

250

514

258

258

1 200

1 200

2 951

663

2 288

780

420

360

6 011

1 276

4 735

4 296

885

3 411

2 384

630

1 754

1

△1

3 119

422

2 697

22 523

4 985

17 538

30 840

6 183

24 657

53 363

11 168

42 195

9 201

2 126

7 075

62 564

13 294

49 270

給　　　　料

（千円）

職 員 手 当 等

（千円）

共 　 済 　 費

（千円）

合 　 　 　 計

（千円）

計

（千円）

区　　　分 職　員　数

（人）

区 分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 管理職手当 地 域 手 当 児 童 手 当 期末手当 勤勉手当 宿日直手当 退 職 手 当
時間外勤務

手 当

夜 間 勤 務

手 当

休 日 勤 務

手 当

特 殊 勤 務

手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

（単位　千円）

⑵　給料及び職員手当等の増減額の明細

24 657 390

24 267

△109

17 647

期末手当

平均昇給率 　1 80

17 538

区 分

給 料

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分
職 員 手 当 等

増 　 減 　 額 増 　 減 　 事 　 由 別 　 内 　 訳 説 明 備 考（千円） （千円）
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⑶　給料及び職員手当等の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初　任　給

265 250

352 650

49 11

255 100

344 880

48 10

150 600

182 200

区 分

区 分

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職

行 政 職

150 600

182 200

国 の 制 度

行 政 職 ㈠

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 　均 　年 　齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 　均 　年 　齢

３年１月１日現在

２年１月１日現在

（単位　円）

　ウ　級別職員数

8 級

7 〃

6 〃

5 〃

4 〃

3 〃

2 〃

1 〃

計

8 級

7 〃

6 〃

5 〃

4 〃

3 〃

2 〃

1 〃

計

2

2

1

1

2

100 0

100 0

50 0

50 0

100 0

区 分

３ 年 １ 月 １ 日 現 在

２ 年 １ 月 １ 日 現 在

行 政 職

職員数（人） 構成比（％）級

― 344 ― ― 345 ―



エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

9

5

5

55 6

2

1

1

50 0

9

5

5

55 6

2

1

1

50 0

区 分

区 分

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

合 計

※（　）内は再任用職員の支給率である。

本

　
　
　年

　
　
　度

前

　
　
　年

　
　
　度

比　　　率　　（Ｂ）　　／　　（Ａ）　　（％）

比　　　率　　（Ｂ）　　／　　（Ａ）　　（％）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ）

（Ｂ）

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

行 政 職

代 表 的 な 職 種

本 　 年 　 度

前 　 年 　 度

国 の 制 度

支 　 給 　 期 　 別 　 支 　 給 　 率

６　月　（　月　分　） 12　月　（　月　分　）

支　給　率　計

（　月　分　）

（1 175）
2 225
（1 175）
2 250
（1 175）
2 225

（1 175）
2 225

（1 175）
2 250

（1 175）
2 225

（2 350）
4 450

（2 350）
4 500

（2 350）
4 450

職制上の段階，職務の級等による加算措置

有

有

有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　その他の手当

24 586875

24 586875

33 27075

33 27075

47 709

47 709

47 709

47 709

区 　 　 分

区 分 国　の　制　度　と　の　異　同 差 異 の 内 容

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

支 給 率 等

20 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

25 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

35 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

最 　 高 　 限 　 度

（ 月 分 ）

国　 の 制 度

（ 支 給 率 等 ）

その他の加算措置等

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
（2％～20％加算）

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
（3％～45％加算）

（％）

（人）

（％）

扶　　　養　　　手　　　当

住　　　居　　　手　　　当

通　　　勤　　　手　　　当

国　　　と　　　同　　　じ

国　　　と　　　同　　　じ

一　 部　 異　 な 　る

10 0

9

10 0

自動車等　　　自動車は国の基本額に一律3 000円を加算（自
　　　　　　　転車・バイクは国と同じ）

交通機関等　　国と同じ
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⑵　給料等及び職員手当等の増減額の明細

△1 858

△146

△1 858

112

△258

報 酬 及 び 給 料

期 末 手 当 等

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

区 分 増 　 減 　 額 増 　 減 　 事 　 由 別 内 訳 備 考説 明（千円） （千円）

期末手当

期末手当，通勤手当，費用弁償

⑴　総　　　括

２　一　般　職（会計年度任用職員）

※職員数は，年度を通して雇用する者の数である。
※費用弁償は，通勤手当相当額である。

1

2

△1

（人）

1 210

3 068

△1 858

（千円）

報 酬

（千円）

給 料

197

216

△19

（千円）

期 末 手 当

（千円）

通 勤 手 当

44

171

△127

（千円）

費 用 弁 償

1 451

3 455

△2 004

（千円）

　 計 　

432

1 053

△621

（千円）

共 済 費

1 883

4 508

△2 625

（千円）

合 計

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 費

本 年 度

前 年 度

比 較

区　　　分 職　員　数
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Ⅲ　地方債の前前年度末におけ
当該年度末における現在高

る現在高並びに前年度末及び
の見込みに関する調書

4 995 804

4 911 831

83 973

4 995 804

4 801 756

4 721 493

80 263

4 801 756

46 300

46 300

46 300

355 490

351 766

3 724

355 490

4 492 566

4 416 027

76 539

4 492 566

（単位　千円）

令 和 元 年 度 末

現 在 高

令 和 ２ 年 度 末

現 在 高 見 込 額

令 和 ３ 年 度 末

現 在 高 見 込 額
令 和 ３ 年 度 中

起 債 見 込 額

令 和 ３ 年 度 中 増 減 見 込 額

令 和 ３ 年 度 中

元 金 償 還 見 込 額

区 分

合 計

公営企業債

農業集落排水

災害復旧
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東前第二土地区画整理事業会計
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Ⅱ　地方債の前前年度末におけ
当該年度末における現在高

る現在高並びに前年度末及び
の見込みに関する調書

332 321

332 321

332 321

306 758

306 758

306 758

22 376

22 376

22 376

284 382

284 382

284 382

（単位　千円）

令 和 元 年 度 末

現 在 高

令 和 ２ 年 度 末

現 在 高 見 込 額

令 和 ３ 年 度 末

現 在 高 見 込 額
令 和 ３ 年 度 中

起 債 見 込 額

令 和 ３ 年 度 中 増 減 見 込 額

令 和 ３ 年 度 中

元 金 償 還 見 込 額

区 分

合 計

普通債

土木
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公共用地先行取得事業会計
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Ⅱ　地方債の前前年度末におけ
当該年度末における現在高

る現在高並びに前年度末及び
の見込みに関する調書

1 084 300

1 084 300

1 084 300

916 720

916 720

916 720

242 000

242 000

242 000

196 740

196 740

196 740

961 980

961 980

961 980

（単位　千円）

令 和 元 年 度 末

現 在 高

令 和 ２ 年 度 末

現 在 高 見 込 額

令 和 ３ 年 度 末

現 在 高 見 込 額
令 和 ３ 年 度 中

起 債 見 込 額

令 和 ３ 年 度 中 増 減 見 込 額

令 和 ３ 年 度 中

元 金 償 還 見 込 額

区 分

合 計

普通債

公共用地先行取得
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介 護 保 険 会 計
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― 388 ― ― 389 ―
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Ⅱ　　給　　与　　費 明　　細　　書

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

１　一　般　職（会計年度任用職員以外の職員）

⑴　総　　　括

本 年 度

職員手当等の

内 訳

前 年 度

比 較

本 年 度

前 年 度

比 較

38

38

1 494

816

678

3 280

3 309

△29

3 576

2 814

762

2 184

2 184

14 099

13 742

357

1 200

480

720

34 229

33 797

432

25 453

24 657

796

9 990

10 146

△156

18 122

18 146

△24

113 627

110 091

3 536

137 293

134 397

2 896

250 920

244 488

6 432

46 207

45 635

572

297 127

290 123

7 004

給　　　　料

（千円）

職 員 手 当 等

（千円）

共 　 済 　 費

（千円）

合 　 　 　 計

（千円）

計

（千円）

区　　　分 職　員　数

（人）

区 分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 管理職手当 地 域 手 当 児 童 手 当 期末手当 勤勉手当 宿日直手当 退 職 手 当
時間外勤務

手 当

夜 間 勤 務

手 当

休 日 勤 務

手 当

特 殊 勤 務

手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

（単位　千円）

⑵　給料及び職員手当等の増減額の明細

2 896 1 825

1 071

△648

4 184

期末手当

平均昇給率 　1 36

3 536

区 分

給 料

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分
職 員 手 当 等

増 　 減 　 額 増 　 減 　 事 　 由 別 　 内 　 訳 説 明 備 考（千円） （千円）
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⑶　給料及び職員手当等の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初　任　給

299 624

368 318

40 03

295 414

352 171

39 09

150 600

182 200

区 分

区 分

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職

行 政 職

150 600

182 200

国 の 制 度

行 政 職 ㈠

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 　均 　年 　齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 　均 　年 　齢

３年１月１日現在

２年１月１日現在

（単位　円）

　ウ　級別職員数

8 級

7 〃

6 〃

5 〃

4 〃

3 〃

2 〃

1 〃

計

8 級

7 〃

6 〃

5 〃

4 〃

3 〃

2 〃

1 〃

計

2

1

13

10

6

7

39

1

3

12

7

8

9

40

5 1

2 6

33 3

25 6

15 4

18 0

100 0

2 5

7 5

30 0

17 5

20 0

22 5

100 0

区 分

３ 年 １ 月 １ 日 現 在

２ 年 １ 月 １ 日 現 在

行 政 職

職員数（人） 構成比（％）級
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エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

38

36

2

34

94 7

38

35

2

33

92 1

38

36

2

34

94 7

38

35

2

33

92 1

区 分

区 分

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

合 計

※（　）内は再任用職員の支給率である。

本

　
　
　年

　
　
　度

前

　
　
　年

　
　
　度

比　　　率　　（Ｂ）　　／　　（Ａ）　　（％）

比　　　率　　（Ｂ）　　／　　（Ａ）　　（％）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ）

（Ｂ）

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

行 政 職

代 表 的 な 職 種

本 　 年 　 度

前 　 年 　 度

国 の 制 度

支 　 給 　 期 　 別 　 支 　 給 　 率

６　月　（　月　分　） 12　月　（　月　分　）

支　給　率　計

（　月　分　）

（1 175）
2 225
（1 175）
2 250
（1 175）
2 225

（1 175）
2 225

（1 175）
2 250

（1 175）
2 225

（2 350）
4 450

（2 350）
4 500

（2 350）
4 450

職制上の段階，職務の級等による加算措置

有

有

有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

24 586875

24 586875

33 27075

33 27075

47 709

47 709

47 709

47 709

区 　 　 分

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

支 給 率 等

20 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

25 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

35 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

最 　 高 　 限 　 度

（ 月 分 ）

国　 の 制 度

（ 支 給 率 等 ）

その他の加算措置等

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
（2％～20％加算）

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
（3％～45％加算）

（％）

（人）

（％）

10 0

38

10 0

差 異 の 内 容

自動車等　　　自動車は国の基本額に一律3 000円を加算（自
　　　　　　　転車・バイクは国と同じ）

交通機関等　　国と同じ

ク　その他の手当

区 分 国　の　制　度　と　の　異　同

扶　　　養　　　手　　　当

住　　　居　　　手　　　当

通　　　勤　　　手　　　当

国　　　と　　　同　　　じ

国　　　と　　　同　　　じ

一　 部　 異　 な 　る
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⑵　給料等及び職員手当等の増減額の明細

7 229

7 274

7 229

7 203

71

報 酬 及 び 給 料

期 末 手 当 等

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

区 分 増 　 減 　 額 増 　 減 　 事 　 由 別 内 訳 備 考説 明（千円） （千円）

期末手当

期末手当，通勤手当，費用弁償

⑴　総　　　括

２　一　般　職（会計年度任用職員）

※職員数は，年度を通して雇用する者の数である。
※費用弁償は，通勤手当相当額である。

41

38

3

（人）

83 780

76 551

7 229

（千円）

報 酬

（千円）

給 料

12 712

5 391

7 321

（千円）

期 末 手 当

（千円）

通 勤 手 当

3 146

3 193

△47

（千円）

費 用 弁 償

99 638

85 135

14 503

（千円）

　 計 　

29 048

24 678

4 370

（千円）

共 済 費

128 686

109 813

18 873

（千円）

合 計

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 費

本 年 度

前 年 度

比 較

区　　　分 職　員　数
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介 護 サ ービス事 業 会 計
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Ⅱ　　給　　与　　費 明　　細　　書
１　一　般　職（会計年度任用職員）

⑴　総　　　括

※職員数は，年度を通して雇用する者の数である。
※費用弁償は，通勤手当相当額である。

⑵　給料等及び職員手当等の増減額の明細

△2 854

150

△2 854

542

△392

報 酬 及 び 給 料

期 末 手 当 等

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

区 分 増 　 減 　 額 増 　 減 　 事 　 由 別 内 訳 備 考説 明（千円） （千円）

期末手当

期末手当，通勤手当，費用弁償

2

3

△1

（人）

5 885

8 739

△2 854

（千円）

報 酬

（千円）

給 料

957

616

341

（千円）

期 末 手 当

（千円）

通 勤 手 当

207

398

△191

（千円）

費 用 弁 償

7 049

9 753

△2 704

（千円）

　 計 　

2 216

3 062

△846

（千円）

共 済 費

9 265

12 815

△3 550

（千円）

合 計

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 費

本 年 度

前 年 度

比 較

区　　　分 職　員　数
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後 期 高 齢 者 医 療 会 計
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Ⅱ　　給　　与　　費 明　　細　　書

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

１　一　般　職（会計年度任用職員以外の職員）

⑴　総　　　括

本 年 度

職員手当等の

内 訳

前 年 度

比 較

本 年 度

前 年 度

比 較

6

6

120

120

622

615

7

1 784

1 740

44

120

120

4 274

4 254

20

3 185

3 109

76

1 182

1 152

30

2 392

2 333

59

13 679

13 443

236

17 712

17 279

433

31 391

30 722

669

5 795

5 635

160

37 186

36 357

829

給　　　　料

（千円）

職 員 手 当 等

（千円）

共 　 済 　 費

（千円）

合 　 　 　 計

（千円）

計

（千円）

区　　　分 職　員　数

（人）

区 分 扶 養 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 管理職手当 地 域 手 当 児 童 手 当 期末手当 勤勉手当 宿日直手当 退 職 手 当
時間外勤務

手 当

夜 間 勤 務

手 当

休 日 勤 務

手 当

特 殊 勤 務

手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

（単位　千円）

⑵　給料及び職員手当等の増減額の明細

433 370

63

△70

306

期末手当

平均昇給率 　2 14

236

区 分

給 料

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分
職 員 手 当 等

増 　 減 　 額 増 　 減 　 事 　 由 別 　 内 　 訳 説 明 備 考（千円） （千円）
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⑶　給料及び職員手当等の状況

　ア　職員１人当たり給与

　イ　初　任　給

240 866

275 025

31 07

234 533

281 527

30 06

150 600

182 200

区 分

区 分

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職

行 政 職

150 600

182 200

国 の 制 度

行 政 職 ㈠

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 　均 　年 　齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 　均 　年 　齢

３年１月１日現在

２年１月１日現在

（単位　円）

　ウ　級別職員数

8 級

7 〃

6 〃

5 〃

4 〃

3 〃

2 〃

1 〃

計

8 級

7 〃

6 〃

5 〃

4 〃

3 〃

2 〃

1 〃

計

1

3

2

6

1

3

2

6

16 7

50 0

33 3

100 0

16 7

50 0

33 3

100 0

区 分

３ 年 １ 月 １ 日 現 在

２ 年 １ 月 １ 日 現 在

行 政 職

職員数（人） 構成比（％）級
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エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

6

6

6

100 0

6

6

6

100 0

6

6

6

100 0

6

6

6

100 0

区 分

区 分

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

合 計

※（　）内は再任用職員の支給率である。

本

　
　
　年

　
　
　度

前

　
　
　年

　
　
　度

比　　　率　　（Ｂ）　　／　　（Ａ）　　（％）

比　　　率　　（Ｂ）　　／　　（Ａ）　　（％）

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ）

（Ｂ）

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

行 政 職

代 表 的 な 職 種

本 　 年 　 度

前 　 年 　 度

国 の 制 度

支 　 給 　 期 　 別 　 支 　 給 　 率

６　月　（　月　分　） 12　月　（　月　分　）

支　給　率　計

（　月　分　）

（1 175）
2 225
（1 175）
2 250
（1 175）
2 225

（1 175）
2 225

（1 175）
2 250

（1 175）
2 225

（2 350）
4 450

（2 350）
4 500

（2 350）
4 450

職制上の段階，職務の級等による加算措置

有

有

有
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

ク　その他の手当

24 586875

24 586875

33 27075

33 27075

47 709

47 709

47 709

47 709

区 　 　 分

区 分 国　の　制　度　と　の　異　同 差 異 の 内 容

支 給 率

支 給 対 象 職 員 数

国 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率

支 給 率 等

20 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

25 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

35 年 勤 続 の 者

（ 月 分 ）

最 　 高 　 限 　 度

（ 月 分 ）

国　 の 制 度

（ 支 給 率 等 ）

その他の加算措置等

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
（2％～20％加算）

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置
（3％～45％加算）

（％）

（人）

（％）

扶　　　養　　　手　　　当

住　　　居　　　手　　　当

通　　　勤　　　手　　　当

国　　　と　　　同　　　じ

国　　　と　　　同　　　じ

一　 部　 異　 な 　る

10 0

6

10 0

自動車等　　　自動車は国の基本額に一律3 000円を加算（自
　　　　　　　転車・バイクは国と同じ）

交通機関等　　国と同じ
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⑵　給料等及び職員手当等の増減額の明細

585

372

585

345

27

報 酬 及 び 給 料

期 末 手 当 等

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

区 分 増 　 減 　 額 増 　 減 　 事 　 由 別 内 訳 備 考説 明（千円） （千円）

期末手当

期末手当，通勤手当，費用弁償

⑴　総　　　括

２　一　般　職（会計年度任用職員）

※職員数は，年度を通して雇用する者の数である。
※費用弁償は，通勤手当相当額である。

2

2

（人）

3 747

3 162

585

（千円）

報 酬

（千円）

給 料

609

223

386

（千円）

期 末 手 当

（千円）

通 勤 手 当

191

205

△14

（千円）

費 用 弁 償

4 547

3 590

957

（千円）

　 計 　

1 375

1 092

283

（千円）

共 済 費

5 922

4 682

1 240

（千円）

合 計

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 費

本 年 度

前 年 度

比 較

区　　　分 職　員　数
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母子父子寡婦福祉資金会計
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